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GHG(温室効果ガス)の排出量〔削減約束量と目標量：CO2換算〕(コペンハーゲン合意によるUNFCCCへの提出値をもとに算定)

BAU値

排出量の目標値

高めの削減約束量

低めの削減約束量

目標と約束との乖離

BAU値

排出量の目標値

乖離

削減量

※BAU値：通常の経済成長を遂げた場合(追加的な削減対策を実施しなかった場合)の排出量 (資料）UNEP2010資料より作成

560億トン

440億トン

19億トン

61億トン

40億トン

算定不能

160億トン

430億トン
算定不能

2020年

2050年

(作成者注)

全世界の合計値の試算であり、

実排出量は2020年から2050

年までに、途上国を中心に増

加するとの前提による。

(うち、8億トンは国際金融による取引量)
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気候変動問題の最近の動き－コペンハーゲン合意は出発点となるか？

国連気候変動枠組条約締約国会議(COP15)について、その主な内容を紹介いたします。

2009年12月にコペンハーゲンで開催されたCOP15は、

「コペンハーゲン合意(Copenhagen Accord)」に「留意する

(take note)」ことを決定し閉会しました。当初COP15にお

いては、バリロードマップにしたがって、京都議定書以降

(2012年以降)の枠組みが成立することが期待されていま

した。IPCCの科学者たちの警告、英国スターン卿の経済

学的評価及びサミット等での政治的合意においては、今世

紀半ばまでに温室効果ガスの排出量を大幅に削減する必

要性が訴えられていました。しかし、会議が開始されると、

先進国と途上国(京都議定書上では中国やインド等の大

工業国も途上国のグループに属する)の主張は必ずしも一

致せず、出席した190におよぶ国・地域が「共通だが差異

のある責任」の原則の下、新たなスキームを作り出すまで

には至りませんでした。

一方、2020年までの削減目標を条約事務局に提出す

るという、任意的な約束は実質的にかなりの効果を出し始

めています。4月30日時点で合意への賛同を示した国は、

主要国を含めて122ヶ国となりました。また具体的に削減

目標・行動を提出した国は76ヶ国となり、エネルギー由来の

CO2の80％以上を占めます。国連事務総長Ban Ki-moon氏

が「この合意は願っていたすべてではあり得ないが、始まりと

しては必須なこと」と述べた効果が現れ始めています。

［参考１］「コペンハーゲン合意」の主な内容

Ⅰ 削減目標

1)長期目標：産業革命期からの気温上昇を2度以内に抑えるた

めにGHG(温室効果ガス)の排出を抑制。

2)中期目標：先進国は2020年の削減目標を、途上国は削減

行動を条約事務局に提出。

Ⅱ 途上国支援：資金の援助(全資金300億ドル。日本は150

億ドルの拠出を表明。)及びREDD(森林の減少･劣化に起

因するCO2の排出削減)の強化。

Ⅲ COP16：2010年末にメキシコで開催。

［参考2］主要国の削減目標等の例(【】内は削減の条件等)

１.日本；1990年比25％削減【全ての主要国による公平かつ実効

性のある国際枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前提】

２.米国；2005年比17％程度削減【成立が想定される米国エネ

ルギー気候法に従うもので、最終的な目標は成立した法律に

照らして事務局に対して通報される】

３.EU；1990年比20％あるいは30％削減

〔30％削減は国際的合意が成立した場合〕

４.中国；2020年のGDP当たりCO2排出量を2005年比で40～45

％削減、2020年までに非化石エネルギーの割合を15％、

2020年までに2005年比で森林面積を4千万ha増加等。これ

らは自発的な行動。

(注)各国の約束内容は枠組み条約事務局UNFCCCのURLを参照。
http://unfccc.int/home/items/5264.php
http://unfccc.int/home/items/5265.php

［参考3］UNEPの効果試算(下図)

UNEP(国連環境計画)は、コペンハーゲン合意による全世界のCO2

　(等価換算量)を試算しています。その概要をUNEP資料から作成し

ました。http://www.unep.org/climatepledges/Default.aspx?pid=3
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社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

■社会基盤整備に係る企画、調査、計画、設計、管理、評価
－河川計画、海岸保全計画、河川･海岸構造物・ダムの設計・維持管理、道路･交通・都市計画、橋梁の設計･維持管理

(要素技術一例)・現地調査(波浪観測、漂砂調査、測量、道路環境・交通量調査等)
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・交通需要予測・解析、交通事故対策、社会実験、PI、景観予測評価、構造物劣化予測等
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・シミュレーション(水質、底質、大気質、悪臭、騒音・振動、波浪、気候変化、汀線・地形変化、漂流物等）

・自然再生技術、環境保全対策技術、生態系評価(生活史・生息環境・干潟生態系モデル等)、PI

・地球温暖化対策調査、再生資源利用調査、アメニティ環境調査、自然環境DB構築、地域特性の可視化、LCA

■環境リスクの評価･管理
－ダイオキシン類・PCB類・POPs・残留農薬・重金属類・環境ホルモン・VOC等の分析、土壌汚染評価、化審法GLP対応の生

態影響試験、各種毒性試験・有害性評価、化学物質の環境実態・曝露量の解析及び評価、汚染メカニズムの解明

■自然環境の調査･解析、生物生息環境の保全･再生･創造
－動植物調査、サンゴ礁・藻場・干潟・海浜の保全・再生・創造、河川・湿地・ヨシ帯の自然再生、魚道・多自然型水辺空
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■災害危機管理、災害復旧計画
－危機管理支援(危機管理計画、災害時対処マニュアル作成、災害訓練企画・運営)、災害査定・被害状況調査、災害復旧・

改良復旧事業支援、人命・資産の安全確保

－災害情報支援システム、降雨・洪水予測システム、氾濫解析・予測システム、洪水・津波浸水ハザードマップ

■海外事業
－環境に配慮したインフラ整備(地域総合開発、水資源開発、上水道、港湾、海岸、道路、橋梁、下水・廃水・廃棄物処理)
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